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報告第１１号  

 

 

新市名称候補選定小委員会設置要領の一部変更について 

 

 

 

平成１５年１２月１９日開催の第８回合併協議会で確認した新市名称候補選定小委員会設

置要領の一部について、次のとおり変更したので報告する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

 会 長  石 川 光 男 
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新市名称候補選定小委員会設置要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、新市名称候補選定小委員会（以下「小委員会」という。）に関し必要な事項

を定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 小委員会は、次の各号に掲げる事項について、協議又は調整するものとする。 

（１）天王町、昭和町、飯田川町が合併した場合における新市の名称の候補の選定 

（２）新市の名称の選定基準に関すること。 

（３）その他新市の名称に関し必要な事項 

 

（組織） 

第３条 小委員会は、３町の長が定めた学識経験を有する者各２名をもって組織する。 

 

（役員） 

第４条 小委員会に次の役員を置く。 

（１）委員長  １名 

（２）副委員長 ２名 

２ 役員は、委員の互選により選出する。 

 

（役員の職務） 

第５条 委員長は、小委員会を代表し、会を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

 

（会議） 

第６条 会議は、委員長が招集するものとする。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 

 

（報告） 

第７条 委員長は、小委員会の協議又は調整の経過及び結果について、随時協議会の会議に報告す

るものとする。 

 

（庶務） 

第８条 小委員会の庶務は、協議会事務局において処理する。 

 

（委任） 

第９条 この要領に定めるもののほか、小委員会に関し必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 この要領は、平成１５年１２月１９日から施行する。 

 この要領は、平成１６年 １月２０日から施行する。 
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報告第１２号  

 

 

新市名称候補選定小委員会報告について 

 

 

 

新市名称候補選定小委員会の報告書を次のとおり提出する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

 会 長  石 川 光 男 
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平成１６年 １月２１日 
 
 
 
天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長 石 川 光 男 様 
 
 
 

新市名称候補選定小委員会 
委員長 門 間 光 夫 

 
 

第１回新市名称候補選定小委員会の協議結果の報告について 
 
 
 第１回新市名称候補選定小委員会を開催しましたので、新市名称候補選定小委員会設置要領 

 

第７条の規定に基づき、その協議結果について次のとおり報告します。 
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第１回新市名称候補選定小委員会会議結果等について 
 
１．開催日時   平成１６年 １月２０日（火） 午後２時～３時５分 
 
２．開催場所   天王町福祉センター 
 
３．会議出席者  新市名称候補選定小委員会委員 ６名 
         石川会長、千田副会長、小玉副会長、幹事３名（幹事長他）、事務局４名 
 
４．会議内容  （１）委嘱状の交付 
        （２）新市名称候補選定小委員会設置要領及び新市名称募集要項の報告 
        （３）協議事項 
          ・委員長及び副委員長の選出について 
          ・新市名称候補選定基準及び選定方法（案）について 
          ・次回開催日について 
５．会議結果 

○委員長及び副委員長の選出について 

役員名 氏  名 

委員長 門 間 光 夫 

副委員長 石 川 久 悦 

副委員長 門 間 久一郎 

 

新市名称候補選定小委員会委員名簿 

氏  名 所属町名 

石 川 久 悦 天王町 

伊 藤 金 政 天王町 

門 間 光 夫 昭和町 

菅 原 昭 衛 昭和町 

門 間 正 光 飯田川町 

門 間 久一郎 飯田川町 
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○新市名称候補選定基準及び選定方法 

 
１．選定基準 
  
新市の名称候補は、漢字、ひらがな、カタカナにより表記された名称で、（１）及び（２）

の条件を満たしている作品とする。 
 
（１）「天王」「昭和」「飯田川」（読みも含む）を使用しない名称 
（２）新市としてふさわしい名称 
 
 
２．選定方法 
 
（１）第１次選定（新市名称候補選定小委員会委員による郵便投票） 
 応募された作品の中から新市名称候補選定小委員会委員が選定基準に基づき、それぞれ１０

作品を選定し、そのすべての作品を候補として選定する。（最大６０作品） 
※郵便投票の方法：事前に各委員に応募された一覧表と投票用紙を送付し、その中から各委員

がそれぞれ１０作品を選定し、事務局へ返送する。 
 
 
（２）第２次選定（新市名称候補選定小委員会） 
 第１次選定により選定された作品の中から、協議により１０作品を選定する。 
 １０作品については、作品ごとに新市名称候補選定小委員会としての「選定理由」を付して

小委員会委員長が協議会へ報告する。 
 
 
（３）最終選考（合併協議会） 
 第２次選定により選定された１０作品について、協議会委員で協議し、新市名称を決定する。 
 
 
 

○次回開催日について 

 第２回新市名称候補選定小委員会   
開催日時 平成１６年 ３月 １日（月）午後１時３０分～ 

 開催場所 天王町福祉センター 
 協議事項 新市名称候補の選定について 
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報告第１３号  

 

 

新市名称応募状況について 

 

 

 

新市名称応募状況について、次のとおり報告する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

 

 



応募総数 2,547 名称種類 1,140
有効 2,523
無効 24

応募方法 男女別応募数
応募用紙 1,900 男 1,278
はがき 128 女 1,243
ファックス 328 記載無 2
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 146 計 2,523
Eメール 21
計 2,523

年代別 地域別
10歳未満 128 町　　名 応募数

１０代 670 天王町 1,157
２０代 136 昭和町 988
３０代 183 飯田川町 266
４０代 257 ３町出身者 112
５０代 370 合計 2,523
６０代 418
７０代 273
８０代 48
９０代 8
記載無 32
計 2,523

新市名称応募状況
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協議第１５号 《継続協議》 

 

 

議会議員の定数及び任期の取扱いについて 

 

 

 

議会議員の定数及び任期の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１５年１１月２８日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

１．議会議員については、市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規定を適用し、

平成○○年○○月○○日まで引き続き新市の議会議員として在任する。 

２．新市の議会議員の定数は、○○人とする。 

 

 

 

 

 平成  年  月  日確認 

 

 

 

 

  
 



協定項目番号　　６

定　数 定　数 定　数

任期満了日 任期満了日 任期満了日

１　議会議員については、市町村の合併の
特例に関する法律第７条第１項第１号の規
定を適用し、平成○○年○○月○○日まで
引き続き新市の議会議員として在任する。
２　新市の議会議員の定数は、○○人とす
る。

調整内容

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

協議事項 関係項目議会議員の定数及び任期の取扱い

１．　議会議員については、市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規定を適用し、平成○○年○○月○○日まで引き続き新
市の議会議員として在任する。
２．　新市の議会議員の定数は、○○人とする。

具体的な調整方法
天王町 昭和町 飯田川町

現　　　　　　　況

平成19年2月15日 平成17年9月29日 平成18年10月29日

２０人 １８人 １６人
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１　天王町、昭和町及び飯田川町の現状等

（単位：人）
法　　　定
議員定数

各町条例
議員定数

定数特例 在任特例
 人　　口
（平１２国調）

任　　期

天王町 26 20 20 21,687 H19.2.15
昭和町 18 18 18 8,997 H17.9.29
飯田川町 18 16 16 5,027 H18.10.29
計 62 54 52 54 35,711

２　原則（特例措置の適用なし）
　　合併前の市町村の議員はすべて身分を失い、合併後５０日以内に新たな議員の設置選挙を行う。

一般選挙

３　定数特例（特例法第６条第１項の適用）
　　合併する市町村が協議を行い、法定定数の２倍以内で議員定数を設定し、合併後５０日以内に設置選挙を行う。

一般選挙

４　在任特例（特例法第７条第１項第１号の適用）
　　合併する市町村が協議を行い、合併前の市町村の議員全員が合併後２年以内の期間引き続き在任する。

一般選挙（任期４年）

参考資料

２６×２

設置選挙（任期４年） 一般選挙

合併

選挙なし 一般選挙

合併

議会の定数特例・在任特例について（新設合併）

設置選挙（任期４年） 一般選挙

合併

地方自治法第９１条による定数
２６人以内

地方自治法第９１条による定数
の２倍の範囲

２６人×２＝５２人（上限）
地方自治法第９１条による定数

２６人以内

２年を超えない範囲で協議に
より定める期間在任 地方自治法９１条による定数

２６人以内
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参 考 資 料

県内合併協議会 議会議員の任期の取扱い

合併期日 平成 17年 3月 までとする。○協議会で協議中
※ 人口 92,843人 (法 定 数 )30人

在任特例期間合併協議会名 市町村数 適用特例 適用状況
7ヶ 月本荘由利一市七町合併協議会 ８市町 在 任 平成 17年 10月 31日 30人

現 在の議員定数 任期満了日
本荘市 ２４人 平成１９年 ４月２９日
矢島町 １６人 平成１９年 ４月２９日
岩城町 １６人 平成１６年 ７月２７日
由利町 １６人 １４人 平成１５年１２月 ７日 ※ H15.1.1選 挙 から 14人（ ）
大内町 １８人 １６人 平成１７年 ９月２９日 ※ H15.1.1選 挙 から 16人（ ）
東由利町 １４人 平成１６年 ７月２２日
西目町 １４人 平成１９年 ４月３０日
鳥海町 １６人 平成１６年 ３月３０日

（ ）計 １３４人 １３０人

合併期日 平成 17年 3月 末日以前とする。○協議会で協議中
※ 人口 33,565人 (法 定 数 )26人

在任特例期間合併協議会名 市町村数 適用特例 適用状況
7ヶ 月田沢湖・角館・西木合併協議会 ３町村 在 任 平成 17年 10月 31日 24人

現 在の議員定数 任期満了日
田沢湖町 ２０人 平成１７年 ９月２９日
角館町 ２０人 平成１６年 ３月３０日
西木村 １６人 平成１７年 ９月２９日
計 ５６人
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参 考 資 料

合併期日 平成 16年 11月 1日 とする。○協議会で確認済
※ 人口 24,207人 法 定数 )26人(

在任特例期間合併協議会名 市町村数 適用特例 適用状況
11ヶ 月千畑町 ･六 郷町 ･仙 南村合併協議会 ３町村 在 任 平成 17年 9月 30日 22人

現在の議員定数 任期満了日
千畑町 １８人（１６人） 平成１６年 ３月３０日 ※ H15.1.1選 挙 から 16人
六 郷町 １６人 平成１９年 ４月３０日
仙南村 １６人 平成１７年 ９月２９日
計 ５０人（４８人）

○協議会で協議中
合併期日 平成 17年 3月 31日 以 内とする。

※ 人口 58,504人 (法 定 数 )30人
在任特例期間合併協議会名 市町村数 適用特例 適用状況

６ヶ月湯沢雄勝合併協議会 在 任 平成 17年 9月 30日 30人４市町村

現 在の議員定数 任期満了日
湯沢市 ２４人 平成１９年 ４月２９日
稲川町 ２０人 平成１７年 ９月２９日
雄勝町 １８人 平成１６年 ４月１４日
皆瀬村 １４人 平成１９年 ４月２９日
計 ７６人
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協議第１６号 《継続協議》 

 

 

農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて 

 

 

 

農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１５年１１月２８日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

１．新市に１つの農業委員会を置き、３町の農業委員会の選挙による委員であった者は、市町村の

合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、合併後、平成１７年７月１９日ま

で引き続き新市の農業委員会の選挙による委員として在任する。 

２．新市の選挙による委員の定数は、○○人とする。また農業委員会等に関する法律第１２条第２

号の規定による選任による委員の定数は、○人とする。 

 

 

 

 

 平成  年  月  日確認 
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天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容      協定項目番号   ７                 

協 議 事 項         農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて 関 係 項 目         

調整の内容 

１．新市に１つの農業委員会を置き、３町の農業委員会の選挙による委員であった者は、市町村の合併の特例に関する法律

第８条第１項第１号の規定を適用し、合併後、平成１７年７月１９日まで引き続き新市の農業委員会の選挙による委員と

して在任する。 

２．新市の選挙による委員の定数は、○○人とする。また農業委員会等に関する法律第１２条第２号の規定による選任によ

る委員の定数は、○人とする。 

 

 天王町 昭和町 飯田川町 

現
在
の
農
業
委
員
会
委
員
の
数
及
び
任
期 

 

＊ 総数    １７人 

 

① 選挙による委員   １０人（定数１０人） 

 

② 選任による委員    ７人 

・農業協同組合推薦  １人 

・農業共済組合推薦  １人 

・町議会推薦     ５人 

 

＊任期満了日  平成１７年７月１９日 

 

農地面積（ha)   １，４９９ 

 

農家数 （戸)    ７２６  

（平成１２年２月１日現在農林業センサス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 総数    １５人 

 

①選挙による委員   １１人（定数１１人） 

 

②選任による委員    ４人 

・農業協同組合推薦  １人 

・農業共済組合推薦  １人 

・町議会推薦     ２人 

 

＊任期満了日  平成１７年７月１９日 

 

農地面積（ha)    ９７７ 

 

農家数 （戸)   ７６６  

（平成１２年２月１日現在農林業センサス） 

 

 

＊ 総数   １５人 

 

① 選挙による委員 １１人（定数１２人） 

 

② 選任による委員    ４人 

・農業協同組合推薦   １人 

・農業共済組合推薦  １人 

・町議会推薦     ２人 

 

＊任期満了日  平成１７年７月１９日 

 

農地面積（ha)    ６４８ 

 

農家数 （戸)   ３６２ 

（平成１２年２月１日現在農林業センサス） 
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新
市
農
業
委
員
会
の
定
数
及
び
任
期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在任特例の場合 

 

【参考】合併後の農業委員会の委員    

 ● 選挙による委員 《３２人》 

                     ＊現在の３町の農業委員が、合併の日から１年を超えない範囲で引き続き在任する。  

「市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第１号」 

                     天王町   １０人  

  昭和町   １１人 

  飯田川町 １１人 

 

                  ● 選任による委員 《８人以内》 

                     ＊現在の委員は合併前日に失職し、新たに選任する。  

「農業委員会等に関する法律第１２条第１項」 

 

                               農業協同組合が推薦した理事 ２人  

 農業共済組合が推薦した理事 １人 

 市議会が推薦した学識経験者 ５人以内  

   

 

 

 

 

 

区  分 選任方法等 定  数 任  期 根 拠 法 令 

原 則   新たに選挙する 条例で定める数 3 年 

農業委員会等に関する法律第

3 条、第 7 条及び第 15 条の各

第 1項 
新市に 1 つの委員会を置く

場合 

特 例   

右記の定数を超えるとき

は、合併関係市町村の選

挙による委員で互選する

協議により 80 を超

えず 10 を下らない

数 

合併後 1 年を超え

ない範囲で合併関

係市町村の協議で

定める期間 

農業委員会等に関する法律第

3条、市町村の合併の特例に関

する法律第 8 条第 1 項、第 2

項 
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参 考 資 料

県内合併協議会 農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて

○協議会で確認済
農業委員会選挙人名簿数 34,857人 (平 成 14年 3月 31日 )

選挙による委員合 併協議会名 市町村数 適用特例 適用状況
在 任 平成 17年 7月 19日 40と 30人大曲仙北合併協議会 ８市町村

２つの農業委員会 旧市町村ごとに選挙区を設ける ※大曲市 ･中 仙 町 ･仙 北町 ･太 田町 40人 ＋ (7)
神 岡 町 ･西 仙 北町 ･協 和 町 ･南 外村 30人 ＋ (7)

選 挙 による人数 ＋ 選任委員

任期満了日委員定数合計 選挙による委員 議会推薦 農協 ･共 済 推薦

大 曲市 ２２人 平成１７年７月１９日17人 3人 2人
神岡町 １５人 平成１７年７月１９日10人 3人 2人
西 仙北町 １６人 平成１７年７月１９日13人 1人 2人
中仙町 ２０人 平成１７年７月１９日14人 4人 2人
協和町 １５人 平成１７年７月１９日12人 1人 2人
南外村 １４人 平成１７年７月１９日10人 2人 2人
仙北町 １７人 平成１７年７月１９日12人 3人 2人
太田町 １８人 平成１７年７月１９日12人 4人 2人

100人計

○協議会で協議中
農業委員会選挙人名簿数 7,411人 (平 成 14年 3月 31日 )

選挙による委員合 併協議会名 市町村数 適用特例 適用状況
田沢湖・角館・西木合併協議会 ３町村 在 任 平成 17年 7月 19日 20人

任期満了日委員定数合計 選挙による委員 議会推薦 農協 ･共 済 推薦

田 沢湖町 １９人 平成１７年７月１９日14人 3人 2人
角館町 １６人 平成１７年７月１９日11人 3人 2人
西木村 １５人 平成１７年７月１９日10人 3人 2人

35人計

横手平鹿合併協議会 在任特例を適用 平成 17年 7月 19日○ 協議会で確認済
選挙 に よ る 委員 40人選挙区を設ける

湯沢雄勝合併協議会 在任特例を適用 平成 17年 7月 19日○ 協議会で確認済
選挙 に よ る 委員 30人選挙区を設ける
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農 業 委 員 会 調 整 会 議 に よ る 農 業 委 員 会 の
定 数 及 び 任 期 の 取 扱 い に つ い て （ 案 ）

（ 会 議 の 経 緯 ）
１ ． 日 時 平 成 １ ５ 年 ８ 月 ７ 日 （ 金 ） 午 後 ３ 時
２ ． 場 所 昭 和 町 役 場 第 ４ 会 議 室
３ ． 出 席 者 天 王 町 、 昭 和 町 、 飯 田 川 町 各 農 業 委 員 会 会 長 ３ 名 、 会 長 職 務 代 理 者 ３ 名

各 町 農 業 委 員 会 事 務 局 長 ３ 名 、 事 務 局 員 ３ 名 計 １ ２ 名
４ ． 案 件 町 村 合 併 に 基 づ く 農 業 委 員 会 委 員 の 定 数 及 び 任 期 の 取 扱 い に つ い て

※ （ 法 ） 農 業 委 員 会 等 に 関 す る 法 律
（ 施 ） 農 業 委 員 会 等 に 関 す る 法 律 施 行 令

○ 農 業 委 員 会 の 数 に つ い て １ つ （ 法 第 3条 第 1号 ）→

（ 検 討 事 項 ）
１ ． 委 員 の 任 期 に つ い て 平 成 １ ７ 年 ７ 月 １ ９ 日 ま で と す る 。→
理 由 ： 現 委 員 の 任 期 は ３ 町 と も 同 一 で あ り 、 全 国 統 一 選 挙 の 平 成 １ ７ 年 ７ 月 １ ９ 日 ま で と す る 。

２ ． 農 業 委 員 の 定 数 （ 選 挙 委 員 ） ２ ０ 人 以 内 （ 法 7条 1号 、 施 第 2条 の 2）→
理 由 ： 地 区 の 農 家 数 1 , 8 5 4戸 を 、 秋 田 県 に お け る 選 挙 委 員 一 人 当 り の 平 均 農 家 数 ９ ３ 戸 で 割 っ て 算 出 し た 。

３ ． 農 業 委 員 の 定 数 （ 選 任 委 員 ） ６ 名→
理 由 ： こ の 管 内 に 秋 田 み な み 、 あ き た 湖 東 と 農 協 は ２ つ あ る の で ２ 名 （ 法 第 1 2条 第 1号 ） 決 定

共 済 組 合 は 秋 田 地 域 農 業 共 済 が １ つ で あ り １ 名 （ 法 第 1 2条 第 1号 ） 決 定
市 議 会 が 推 薦 し た 学 識 経 験 者 と し て 旧 町 か ら 各 １ 名 の ３ 名 と す る 。 （ 法 第 1 2条 第 2号 ） ５ 名 以 内

４ ． 選 挙 区 に つ い て ３ 選 挙 区 （ 法 第 1 0条 の 2、 施 第 5条 ）→
理 由 ： 農 地 の 地 域 的 な 実 情 を 考 慮 し 、 当 面 は 旧 町 単 位 に 選 挙 区 を 設 置 す る 。

選 挙 区 の 設 置 に よ る 委 員 の 定 数 は 、 平 成 1 6年 3月 3 1日 に 確 定 す る 登 録 選 挙 人 の 人 数 に よ り 調 整 す る 。
将 来 は １ つ の 選 挙 区 と す る 方 向 で 検 討 す る 。

３ ． 在 任 特 例 後 、 最 初 に 行 わ れ る 選 挙 は 、 農 業 委 員 会 に 旧 町 単 位 と す る 選 挙 区 を 設 置 す る 。
た だ し 、 各 選 挙 区 の 委 員 の 定 数 は 、 平 成 １ ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 確 定 す る 登 録 選 挙 人 の 数 に よ り 調 整 す る 。
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協議第２６号  

 

 

使用料、手数料等の取扱いについて（手数料の取扱い） 

 

 

 

手数料の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

１． ３町で差異のない手数料については、現行のとおりとする。 

２． ３町で差異のある手数料については、合併時に統一する。 

 

 

 

 

 平成  年  月  日確認 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



協定項目番号　　１４

１．　３町で差異のない手数料については、現行のとおりとする。

２．　３町で差異のある手数料については、合併時に統一する。

１．３町で差異のない手数料 １．３町で差異のない手数料 １．３町で差異のない手数料

１）戸籍、住基等手数料のうち １）戸籍、住基等手数料のうち １）戸籍、住基等手数料のうち

　住民基本台帳カード ５００円

　戸籍（謄本・抄本） ４５０円

　除籍（謄本・抄本） ７５０円 左に同じ 左に同じ

　原戸籍（謄本・抄本） ７５０円

　受理証明書（普通紙） ３５０円 現行のとおり。

　受理証明書（上質紙） １，４００円

　届出に基づく証明 ３５０円

　戸籍届書（閲覧） ３５０円

　戸籍記載事項証明（１事項） ３５０円

　除籍記載事項証明（１事項） ４５０円

２）税務証明手数料のうち ２）税務証明手数料のうち ２）税務証明手数料のうち

　専用住宅証明 １，３００円 左に同じ 左に同じ

３）廃棄物手数料 ３）廃棄物手数料 ３）廃棄物手数料

　ごみ処理手数料　大 １，０００円

　ごみ処理手数料　小 ７００円 左に同じ 左に同じ

５００円

３００円

４）犬の登録手数料 ４）犬の登録手数料 ４）犬の登録手数料

　犬の登録手数料 ３，０００円

　狂犬病予防注射済票交付 ５５０円 左に同じ 左に同じ

　犬の鑑札再交付 １，６００円

　狂犬病予防注射済票再交付 ３４０円

　粗大ごみ処理券

調整内容

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

協議事項 関係項目使用料、手数料等の取扱いについて（手数料の取扱い）

具体的な調整方法
天王町 昭和町 飯田川町

現　　　　　　　況
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５）廃棄物処理業者並びにし尿処理浄化槽 ５）廃棄物処理業者並びにし尿処理浄化槽 ５）廃棄物処理業者並びにし尿処理浄化槽

    清掃業の許可手数料     清掃業の許可手数料     清掃業の許可手数料

　①許可証の再交付手数料１件　１，０５０円 左に同じ 左に同じ 現行のとおり。

許可手数料 　　   ３，１５０円

　　　　　　従業者許可手数料 　　 　  　５２５円

　　　　（税込）

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
天王町 昭和町 飯田川町

現　　　　　　　況
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２．３町で差異のある手数料 ２．３町で差異のある手数料 ２．３町で差異のある手数料

１）戸籍、住基等手数料のうち １）戸籍、住基等手数料のうち １）戸籍、住基等手数料のうち
　各種証明手数料 １５０円 　各種証明手数料 ２００円 　各種証明手数料 ２００円 天王町の例による。 １５０円
　住民票（全員） ２００円 　住民票（全員） ３００円 　住民票（全員） ３００円 　　　　　〃 ２００円
　住民票（一部） １５０円 　住民票（一部） ２００円 　住民票（一部） ２００円 　　　　　〃 １５０円
　住民票広域交付 １５０円 　住民票広域交付 ２００円 　住民票広域交付 ２００円 　　　　　〃 １５０円
　年金証明 １５０円 　年金証明 ２００円 　年金証明 ２００円 　　　　　〃 １５０円
　記載事項証明 １５０円 　記載事項証明 ２００円 　記載事項証明 ２００円 　　　　　〃 １５０円
　閲覧 １５０円 　閲覧 ２００円 　閲覧 ２００円 　　　　　〃 １５０円
　外国人登録原票記載事項証明書 １５０円 　外国人登録原票記載事項証明書 ２００円 　外国人登録原票記載事項証明書 ２００円 　　　　　〃 １５０円
　印鑑証明 １５０円 　印鑑証明 ２００円 　印鑑証明 ２００円 　　　　　〃 １５０円
　印鑑登録手数料 １５０円 　印鑑登録手数料 ２００円 　印鑑登録手数料（新規） 無料 飯田川町の例による。 無料
　印鑑登録手数料（再交付） ２００円 　印鑑登録手数料（再交付） ２００円 　印鑑登録手数料（再交付） ３００円 天王町・昭和町の例による。 ２００円
　戸籍の附票（全部） １５０円 　戸籍の附票（全部） ３００円 　戸籍の附票（全部） ２００円 天王町の例による。 １５０円
　戸籍の附票（個人） １５０円 　戸籍の附票（個人） ２００円 　戸籍の附票（個人） ２００円 　　　　　〃 １５０円
　身分証明書 ３５０円 　身分証明書 ２００円 　身分証明書 ２００円 昭和町、飯田川 ２００円

町の例による。
　その他の証明 １５０円 　その他の証明 ２００円 　その他の証明 ２００円 天王町の例による。 １５０円

　公簿、公文書、図面の閲覧 １５０円 　公簿、公文書、図面の閲覧 ２００円 　公簿、公文書、図面の閲覧 ２００円 天王町の例による。 １５０円
　公簿、公文書又は図面の謄本又は抄本 １５０円 　公簿、公文書又は図面の謄本又は抄本 ２００円 　公簿、公文書又は図面の謄本又は抄本 ２００円 　　　　　〃 １５０円

２）税務に関する手数料 ２）税務に関する手数料 ２）税務に関する手数料
　租税公課に関する証明 １５０円 　租税公課に関する証明 ２００円 　租税公課に関する証明 ２００円 天王町の例による。 １５０円

３）諸収入金の督促手数料 １通１００円 ３）諸収入金の督促手数料 １通１５０円 ３）諸収入金の督促手数料 １通１００円 天王町、飯田川 １通１００円
町の例による。

４）有線放送手数料
　放送手数料（町内） ５００円 飯田川町の例による。 ５００円
　放送手数料（町外） ２，５００円 　　　　　〃 ２，５００円

５）臨時運行許可手数料 ７５０円 天王町の例による。 ７５０円

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
天王町 昭和町 飯田川町

現　　　　　　　況

- 22 -



  （手数料）

　  　地方自治法第２２７条「普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のためにするものにつき、手数料

　 を徴収することができる。」

　 　 地方自治法第２２７条第１項「手数料に関する事項については、条例で定めなければならない。全国的に統一して定めること

　 が必要と認められるものについては政令で定める金額を標準として、条例を定めること。」

関係法令
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協議第３５号  

 

 

消防防災関係事業の取扱いについて 

 

 

 

消防防災事業の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

１．防災関係事業については、情報の伝達方法に配慮しながら、新市において調整する。 

２．防災会議は、合併時に設置し、地域防災計画は、新市において策定する。なお、新計画が策定さ

れるまでの間は、現計画を運用する。 

３．水防計画は、新市において策定する。なお、新計画が策定されるまでの間は、現計画を運用する。

４．災害弔慰金等は、合併時に統一する。 

 

 

 

 

 平成  年  月  日確認 

 

 

 

 

 

 
 



協定項目番号　２４－５

１．　防災関係事業については、情報の伝達方法に配慮しながら、新市において調整する。

２．　防災会議は、合併時に設置し、地域防災計画は、新市において策定する。なお、新計画が策定されるまでの間は、現計画を運用する。

３．　水防計画は、新市において策定する。なお、新計画が策定されるまでの間は、飯田川町の現計画を運用する。

４．　災害弔慰金等は、合併時に統一する。

事務事業名

防災関係事業 防災行政無線（固定系　移動系） 防災行政無線（移動系） 情報の伝達方法に配慮しなが

　　　①地域防災行政無線 　　　①地域防災行政無線 ら、新市において調整する。

　　　②安全情報伝達無線施設 安全情報伝達施設（有線放送）

秋田県総合防災情報システム 秋田県総合防災情報システム 秋田県総合防災情報システム

防災センタ－（　１箇所）

防災拠点 防災拠点 防災拠点

避難場所　７４箇所　　避難施設　１０箇所 避難場所　１７箇所　　避難施設　２０箇所 避難場所　２１箇所　　避難施設　２０箇所

防災会議等 防災会議 防災会議 防災会議 合併時に設置する。

①地域防災計画の作成及びその推進 ①地域防災計画の作成及びその推進 ①地域防災計画の作成及びその推進

②災害発生時の情報の収集 ②災害発生時の情報の収集 ②災害発生時の情報の収集

【定　　　数】　　２６人 【定　　　数】　　　２６人 【定　　　数】　　　２６人

【任　　　期】　　　２年 【任　　　期】　　　　２年 【任　　　期】　　　　２年

天王町地域防災計画 昭和町地域防災計画 飯田川町地域防災計画 　新市において策定する。

 一般災害対策編、震災対策編、資料編  一般災害対策編、震災対策編、資料編  一般災害対策編、震災対策編、資料編 　なお、新計画が策定される

 の３部構成。（平成　９ 年修正）  の３部構成。（平成　９ 年修正）  の３部構成。（平成　１４ 年修正） 　までの間は、現計画を 運用

　する。

　　【主な関連計画及びマニュアル】 　　【主な関連計画及びマニュアル】

地震災害緊急対策マニュアル

　（平成　９年度修正）

家庭用防災ハンドブック 家庭用防災ハンドブック

　（平成　９年度修正） 　（平成　９年度修正）

消防防災関係事業 関係項目

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

協議事項

調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

天王町 昭和町 飯田川町
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事務事業名

防災会議等 自主防災組織（町内ごとの　４８　防災組織） 自主防災組織（町内ごとの　３８　防災組織） 自主防災組織（町内ごとの　２９　防災組織） 現行のとおり

防火水槽 １５．４．１現在 防火水槽 １５．４．１現在 防火水槽 １５．４．１現在 新市に引き継ぐ

　　　　４０㎥以上　　　１７８　　箇所 　　　　４０㎥以上　　　３５　箇所 　　　　４０㎥以上　　３５　　箇所

　　　　４０㎥未満　　　　３９　　箇所 　　　　４０㎥未満　　　　４　箇所 　　　　４０㎥未満　　１３　　箇所

　　　計 　２１７　　箇所 　　　計 　３９　　箇所 　　　計 　４８　　箇所

消火栓　１８７ 基 消火栓　１７４ 基

水防計画 飯田川町水防計画 　新市において策定する。

平成１４年度最終修正 　なお、新計画が策定される

　までの間は、飯田川町の

　現計画を運用する。

災害弔慰金等

町民が災害により死亡した場合、そ

の者の遺族に対し、又被災した個人

及び世帯に対し支給する。

左に同じ 左に同じ 現行のとおり

①死亡者が死亡当時、その死亡に

関し災害弔慰金を受けることができ

ることとなる者の生計を主として維持

していた場合

５，０００，０００ 円

②その他の場合

２，５００，０００ 円

消火栓　　　５３　基

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

天王町 昭和町 飯田川町

【死亡者１人当たりの災害弔慰金額】

災害弔慰金及び災害救護見舞金 災害弔慰金及び災害救護見舞金 災害弔慰金及び災害救護見舞金

　＊災害救助法適用時　　　　
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事務事業名

災害弔慰金等

天王町の例による

　　２００，０００ 円

　　１００，０００ 円ずつ加算

②火災の場合 ②火災の場合 ②火災の場合

イ　住家全焼 　　　５０，０００ 円以内 イ 世帯員が１人の場合 　５０，０００円 イ　住家全焼 　　１００，０００ 円 イ　住家全焼 １００，０００円

ロ　住家半焼 　　　３０，０００ 円以内 ロ 世帯員が２人以上の場合 １００，０００円 ロ　住家半焼 　　　５０，０００ 円 ロ　住家半焼 　５０，０００円

ハ 世帯に焼死したものがいる場合は１０万円 ハ 死者（１世帯につき）２００，０００円

を加算する。

③火災以外の災害 ③火災以外の災害 ③火災以外の災害

イ　住家全壊 　　　５０，０００ 円以内 イ　住家全壊 　　１００，０００ 円以内 　　　町長が特に必要と認めた場合 昭和町の例による

ロ　住家半壊　 　　　３０，０００ 円以内 ロ　住家半壊　 　　　５０，０００ 円以内 　　　　　　　　　　予算の範囲内で支給

④その他の被災 ④その他の被災 ④その他の被災 現行のとおり

町長が特に必要と認めた場合 町長が特に必要と認めた場合 町長が特に必要と認めた場合

予算の範囲内で支給 予算の範囲内で支給 　予算の範囲内で支給

災害障害見舞金 災害障害見舞金 災害障害見舞金 現行のとおり

①災害者が災害により負傷し又は疾病に

かかった当時において、その属する世帯 左に同じ 左に同じ

の生計を主として維持していた場合

２，５００，０００ 円

②その他の場合

１，２５０，０００ 円

【災害者１人当たりの災害障害見舞金額】

【死亡者１人当たりの災害救護見舞金額】

①死亡者又は行方不明者（１世帯につき）

【災害者１人当たりの災害障害見舞金額】 【災害者１人当たりの災害障害見舞金額】

　２人以上の場合には２人目から１人につき

飯田川町天王町 昭和町

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況
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事務事業名

災害弔慰金等 災害援護資金の貸付け 災害援護資金の貸付け 災害援護資金の貸付け 現行のとおり

　　　　　　　　左記に同じ 左記に同じ

①療養に関する期間が１月以上である世帯主

の負傷がありかつ次のいずれかに該当する

場合

イ　家財の被害金額が1/3以上である損害

　　及び住居の損害がない場合

１，５００，０００ 円

ロ　家財の損害があり、かつ住居の損害が

　　ない場合 ２，５００，０００ 円

ハ　住居が半壊した場合 ２，７００，０００ 円

ニ　住居が全壊した場合　 ３，５００，０００ 円

②世帯主の負傷がなく、次のいずれかに該当

する場合

イ　家財の損害があり、住居損害がない場合

　　 １，５００，０００ 円

ロ　住居が半壊した場合　 １，７００，０００ 円

ハ　住居が半壊した場合 ２，５００，０００ 円

　　（ニの場合を除く）

ニ　住居の全体が滅失若しくは流失した場合

３，５００，０００ 円

【償還等】

①償還期間　　１０年

②据置期間　①のうち、３年

③償還方法　年賦償還又は半年賦償還

 元利均等償還

【利率】

据置期間中は無利子とし、据置期間経過後

は、その利率を延滞の場合を除き、年３％

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

【１災害における１世帯当たり限度額等】

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

飯田川町天王町 昭和町
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協議第３６号  

 

 

障害者福祉事業の取扱いについて 

 

 

 

障害者福祉事業の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

障害者福祉事業の国又は県等が定める制度については、その要綱に準拠しながらサービスの充実

に努める。 

（１）障害者基本計画については、新市において策定する。 

（２）特別障害者手当等については、現行のとおりとする。 

（３）障害者年金（居宅支援金）については、合併時に再編する。 

（４）小規模作業所運営補助事業、小規模作業所等通所者交通費補助金については、現行のとおり

とする。 

（５）身体障害者補装具の交付・修理については、天王町・昭和町の例による。 

（６）日常生活用具給付事業等については、現行のとおりとする。 

 

 

 

 

 平成  年  月  日確認 

 

 

 

 

  
 



協定項目番号　２４－９

　障害者福祉事業の国又は県等が定める制度については、その要綱に準拠しながらサービスの充実に努める。

（１）障害者基本計画については、新市において策定する。

（２）特別障害者手当等については、現行のとおりとする。

（３）障害者年金（居宅支援金）については、合併時に再編する。

（４）小規模作業所運営補助事業、小規模作業所等通所者交通費補助金については、現行のとおりとする。

（５）身体障害者補装具の交付・修理については、天王町・昭和町の例による。

（６）日常生活用具給付事業等については、現行のとおりとする。

事務事業名

障害者基本計画 障害者基本計画 障害者基本計画

　　　平成１１年３月策定 　　　平成１０年３月策定 　　　平成１０年３月策定

〈対象者〉

20歳以上の住宅重度障害者

〈受給者〉 ３５人（平成１４年度） 〈受給者〉 １５人（平成１４年度） 〈受給者〉 ６人（平成１４年度）

（支援費制度の対象となるサービス）

〈身体障害者〉 左に同じ 左に同じ

・居宅サービス

・施設サービス

〈知的障害者〉

・居宅生活支援

・施設支援

〈障害児〉

・居宅生活支援

〈対象者〉

・重度知的障害児（者） 左に同じ 左に同じ

　在宅しているIQ35以下の知的障害児（者）

　で常時介護を要する者

・重度心身障害児（者）

　在宅しているIQ50以下の知的障害児（者）

　重度の身体障害を有する者

〈援助費〉

受給対象者１人につき4,000円/月

〈受給者〉 ８人（平成１４年度） 〈受給者〉 ３人（平成１４年度） 〈受給者〉 ３人（平成１４年度）

昭和町

新市において策定する。

飯田川町
具体的な調整方法

現　　　　　　　況

天王町

  障害者基本計画

現行のとおり。左に同じ左に同じ

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

  在宅心身障害児
（者）療育援助費補助

協議事項

調整内容

障害者福祉事業 関係項目

  身体・知的障害者・
  児支援費制度

　特別障害者手当
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事務事業名

障害者年金 　昭和町に引き続き１年以上居住し、身体障害程 　飯田川町に引き続き１年以上居住し、身体障害 合併時に再編する。

　（居宅支援金） 　度級が１級から４級までの認定を受けた者。ただし、　程度級が１級から４級までの認定を受けた者。

　当該年度の住民税非課税対象者（１２月支給） （８月支給）

重度の知的・身体障害者 ５，０００円 知的障害程度Ａ ８，０００円 知的障害程度A　　　　 8,000円

身体障害者等級　１級 ５，０００円 身体障害者等級　１級・２級 ５，０００円 身体障害者等級　1･2級及び

身体障害者等級　２級 ４，０００円 身体障害者等級　３級 ３，０００円 知的障害程度Ｂ　　　   5,000円

身体障害者等級　３級 ３，０００円 身体障害者等級　４級 ２，０００円 身体障害者等級 ３級　3,000円

身体障害者等級　４級 ２，０００円 身体障害者等級 ４級　2,000円

〈受給者〉 ３６７人（平成１４年度）Ｓ５１制定 〈受給者〉 １９５人（平成１４年度）Ｓ４７制定 　※知的Bを追加

男鹿若美天王地区　「あゆみ小規模作業所」 湖東地区精神障害者社会復帰訓練施設 湖東地区精神障害者社会復帰訓練施設

　・あゆみ小規模作業所運営負担金 「よつば共同作業所」 「よつば共同作業所」

（１４年度） ３００，０００円 　・精神障害者小規模作業所設置運営費負担金 　・精神障害者小規模作業所設置運営費負担金

（１４年度） ４９８，５００円 （１４年度） ３２８，６００円

〈対象者〉 〈対象者〉 〈対象者〉

　天王町に居住し、住民基本台帳法に基づき住民 　昭和町に居住し、住民基本台帳法に基づき住民 　飯田川町に居住し、住民基本台帳法に基づき

　登録している者で障害者小規模作業所等 　登録している者で障害者小規模作業所等 　登録している者で障害者小規模作業所等

  に通所している者   に通所している者   に通所している者

〈補助額〉　通所に関する経費の1/2 〈補助額〉　通所に関する経費の1/2 〈補助額〉　通所に関する経費の1/2

〈対象者〉 〈対象者〉 〈対象者〉 天王町・昭和町の例による。

身体障害者手帳の交付を受けている18歳以上 身体障害者手帳の交付を受けている18歳以上 身体障害者手帳の交付を受けている18歳以上

の者 の者 の者

〈負担額〉 〈負担額〉 〈負担額〉

本人、扶養義務者の収入状況に応じて、費用徴収 本人、扶養義務者の収入状況に応じて、費用徴収 本人、扶養義務者の収入状況に応じて、費用徴収

する。 する。 し、町助成分として年間上限5,000円までを助成。

〈実績数〉 交付１１６件修理２０件（平成１４年度） 〈実績数〉 交付１０７件修理２件（平成１４年度） 〈実績数〉 交付１１件修理３件（平成１４年度）

〈対象者〉

在宅（重度）身体障害者（児）、知的障害者（児）

〈負担額〉 左に同じ 左に同じ

本人、被扶養義務者の収入状況に応じて費用徴収

する。

〈実績数〉 ４件（平成１４年度） 〈実績数〉 ３件（平成１４年度） 〈実績数〉 ２件（平成１４年度）

現行のとおり。

 身体障害者補装具
 の交付・修理

 日常生活用具給付
 事業

天王町

 小規模作業所運営
 補助事業

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

小規模作業所等通
所者交通費補助金

昭和町 飯田川町

現行のとおり。

現行のとおり。
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事務事業名

〈対象者〉

重度心身障害（児）者（１～３級・療養手帳Ａ）

〈受給者〉 ５４３人（平成１４年度） 〈受給者〉 ２７７人（平成１４年度） 〈受給者〉 １５０人（平成１４年度）

〈対象者〉

障害の程度が原則として１～３級の上肢・下肢又 左に同じ 左に同じ

は体幹機能障害者（ただし、３級は車いす利用者）

〈補助基準額〉　 ５００，０００円

〈実績数〉 １件（平成１４年度） 〈実績数〉 ０件（平成１４年度） 〈実績数〉 ０件（平成１４年度）

〈対象者〉

知的障害者援護施設入所者

〈受給者〉 ３５人（平成１４年度） 〈受給者〉 １５人（平成１４年度） 〈受給者〉 １２人（平成１４年度）

（補助対象事業）

・精神障害者居宅介護等事業 左に同じ 左に同じ

・精神障害者短期入所事業

・精神障害者地域生活援助事業

〈対象者〉

　身体障害者手帳４級以上の肢体不自由者及び 左に同じ 左に同じ

　聴覚障害者で運転免許の条件付与者

〈助成額〉 １３２，０００円

自動車改造費助成事業 〈対象者〉 〈対象者〉 〈対象者〉

　身体障害者自ら運転する自動車の改造に要する 左に同じ 左に同じ

　費用の一部（10万円限度）を助成

〈実績数〉 ２件（平成１４年度） 〈実績数〉 ０件（平成１４年度） 〈実績数〉 ０件（平成１４年度）

更生医療給付事業 〈対象者〉　１８歳以上の身体障害手帳の交付者

〈負担額〉　所得税に応じて自己負担あり

〈給付実人員〉 １２人（平成１４年度） 〈給付実人員〉 ９人〈平成１４年度〉 〈給付実人員〉 ２人〈平成１４年度）

難病居宅支援事業 ・難病患者等ホームヘルプサービス事業

・難病患者短期入所事業 左に同じ 左に同じ

・難病患者等日常生活用具給付事業

  身体障害者住宅
  バリアフリー化支
  援事業

  精神障害者居宅
  生活支援事業

現行のとおり。

左に同じ 左に同じ

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

  重度心身障害者
  医療費助成事業

天王町 昭和町 飯田川町

左に同じ左に同じ

知的障害者援護施設
入所者医療給付事業

  運転免許取得費
  助成事業

左に同じ 左に同じ
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協議第３７号  

 

 

児童福祉事業の取扱いについて 

 

 

 

児童福祉事業の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

児童福祉事業の国又は県等が定める制度については、その要綱に準拠しながらサービスの充実に

努める。 

（１）障害児福祉手当等については、現行のとおりとする。 

（２）放課後児童対策事業については、当面、現行のとおりとし、新市において調整する。 

 

 

 

 

 平成  年  月  日確認 

 

 

 

 

 

  
 



協定項目番号　２４－１１

　　児童福祉事業の国又は県等が定める制度については、その要綱に準拠しながらサービスの充実に努める。

（１）障害児福祉手当等については、現行のとおりとする。

（２）放課後児童対策事業については、当面、現行のとおりとし、新市において調整する。

事務事業名

障害児福祉手当 〈対象者〉　２０歳未満の在宅重度障害児 〈対象者〉　２０歳未満の在宅重度障害児 〈対象者〉　２０歳未満の在宅重度障害児

〈受給者〉　 ９人（平成１４年度） 〈受給者〉　 ７人（平成１４年度） 〈受給者〉 ３人（平成１４年度）

特別児童扶養手当 〈対象者〉　２０歳未満で政令で定める障害の状態に

ある児童を看護している親、若しくは親に代わって 左記に同じ 左記に同じ

その児童を養育している者

〈受給者〉 ３６人（平成１４年度） 〈受給者〉　 １４人（平成１４年度） 〈受給者〉　 ４人（平成１４年度）

児童手当 〈対象者〉　６歳到達後最初の３月３１日までの間に

ある児童（義務教育就学前の児童）を養育してい 左記に同じ 左記に同じ

る方

〈受給者〉 ７８６人（平成１４年度） 〈受給者〉 ３３９人（平成１４年度） 〈受給者〉 ２１４人（平成１４年度）

児童扶養手当 〈対象者〉　経済的支柱である父と生計を同じくして

いなく、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日 左記に同じ 左記に同じ

までの間にある児童を養育している方

〈受給者〉　 ２１７人（平成１４年度） 〈受給者〉 ６８人（平成１４年度） 〈受給者〉 ２６人（平成１４年度）

〈対象者〉　母子・父子家庭の児童（１８歳に達する

日以後最初の３月３１日までの間にある児童〉 左記に同じ 左記に同じ

〈内容〉　保健医療機関に受診した場合、一部負担

金を免除する。

〈受給者〉　　２６１人（平成１５年５月末現在） 〈受給者〉　　１０１人（平成１５年５月末現在） 〈受給者〉　　５４人（平成１５年５月末現在）

〈対象者〉　母子家庭児童及び父子家庭児童

〈内　 容〉　保育施設等に要する費用の援助

〈受給者〉　　24人（平成14年度） 〈受給者〉　　　6人（平成14年度） 〈受給者〉　　　０人（平成14年度）

放課後児童対策事業 〈対象者〉　保護者が労働等により昼間家庭にいな 〈対象者〉　保護者が労働等により昼間家庭にいな 〈対象者〉　保護者が労働等により昼間家庭にいな

い小学生低学年の児童。 い小学生低学年の児童。 い小学生の児童等。（町単事業）

〈保育料〉　　月額２，５００円 １６年度から実施予定 〈保育料〉　　無料

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

飯田川町

協議事項

調整内容

児童福祉事業 関係項目

天王町 昭和町

左記に同じ

現行のとおり

左記に同じ

当面、現行のとおりと
し、新市において調
整する。

ひとり親家庭児童保育
援助費補助事業

 母子家庭等医療費
 助成
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協議第３８号  

 

 

生活保護事業の取扱いについて 

 

 

 

生活保護事業の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

 生活保護事業については、新市において福祉事務所を設置し、国又は県等が定める各種の制度に

ついて、その法令・要綱等に準拠しながら実施する。 

 

 

 

 

平成  年  月  日確認 

 

 
 



協定項目番号　２４－１３　

事務事業名

生活保護事業 〈被保護世帯数〉 〈被保護世帯数〉 〈被保護世帯数〉
平成１６年１月１日現在 平成１６年１月１日現在 平成１６年１月１日現在
・被保護世帯数 １６７世帯 ・被保護世帯数 ５３世帯 ・被保護世帯数 ３５世帯
・被保護人員 ２２５人 ・被保護人員 ７６人 ・被保護人員 ５２人
・保護率 ９．９７‰ ・保護率 ８．７５‰ ・保護率 １０．３７‰

（‰とは１／１，０００の単位）

　生活保護事業については、新市において福祉事務所を設置し、国又は県等が定める各種の制度について、その法令・要綱等
に準拠しながら実施する。

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

新市において福祉事務所を
設置して事業を実施する。

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

協議事項

調整内容

生活保護事業 関係項目

天王町 昭和町 飯田川町
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協議第３９号  

 

 

建設関係事業の取扱いについて 

 

 

 

建設関係事業の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

１．道路事業・公営住宅事業の取扱いについては次のとおりとする。 

（１）町道については、新市に引き継ぐ。 

（２）道路除雪については、新市において道路除雪計画を策定する。 

（３）道路認定基準については、合併時までに調整する。 

（４）道路占用料については、合併時に再編する。 

（５）公営住宅の家賃については、公営住宅法に基づき現行のとおりとする。 

 

２．都市計画関係事業の取扱いについては次のとおりとする。 

（１）都市計画マスタープランについては、新市において策定する。なお、新計画が策定されるま

での間は、現計画を運用する。 

（２）都市計画区域については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

（３）都市計画審議会については、新市において設置する。 

（４）都市公園は、新市に引き継ぐものとする。 

（５）都市計画決定を受けた都市計画道路については現行のとおり、新市に引き継ぐものとする。

（６）宅地開発に関する事務については、新市において開発指導要綱を策定する。 

 

 

 

 

平成  年  月  日確認 

 

  
 



協定項目番号　２４－２２

  　道路事業・公営住宅事業の取扱いについては次のとおりとする。

（１）町道については、新市に引き継ぐものとする。

（２）道路除雪については、新市において道路除雪計画を策定する。

（３）道路認定基準については、合併時までに調整する。

（４）道路占用料については、合併時に再編する。

（５）公営住宅の家賃については、公営住宅法に基づき現行のとおりとする。

事務事業名

　町　　道 ※町道に関する道路認定基準に基づき認定 ※町道に関する道路認定基準に基づき認定 ※町道に関する道路認定基準に基づき認定
平成１５．４．１日現在 平成１５．４．１日現在 平成１５．４．１日現在
　　等　級 　路線数（本） 　延長（ｋｍ） 　　等　級 　路線数（本）　延長（ｋｍ） 　　等　級 　路線数（本） 　延長（ｋｍ）
・１級路線 　　　　　１３ 　　　　２７．２ ・１級路線 　　　　　１０ 　　　　１２．７ ・１級路線 　　　　　　９ 　　　　１２．４
・２級路線 　　　　　１８ 　　　　１９．５ ・２級路線 　　　　　１１ 　　　　１７．１ ・２級路線 　　　　　　６ 　　　　　４．５
・その他の路線　　　　５０６ 　　　１６３．１ ・その他の路線　　　　１８７ 　　　　７８．３ ・その他の路線　　　　１７６ 　　　　４１．７

※町道路線数 ５３７本　　　 ※町道路線数 ２０８本　　　 ※町道路線数 １９１本　　　
※総延長 ２０９．８㎞ ※総延長 １０６．２５㎞ ※総延長 ５８．６㎞
※舗装延長 １６７．６㎞ ※舗装延長 ９３．６５㎞ ※舗装延長 ５４．１㎞
※舗装率 ７９．８９％ ※舗装率 ８８．１４％ ※舗装率 ９２．３２％
道路除雪計画に基づき実施 道路除雪計画に基づき実施 道路除雪計画に基づき実施
・直営（重機町所有、借上）と委託方式 ・直営（重機町所有、借上）と委託方式 ・委託方式
　併用実施 　併用実施
・積雪深10㎝以上及び予想される場合 ・積雪深10㎝以上及び予想される場合 ・積雪深10㎝以上及び予想される場合
  委託業者並びに町オペレーターの判   委託業者並びに町オペレーターの判   委託業者並びに町判断により作業
　断により作業実施 　断により作業実施 　実施
【除雪延長】 【除雪延長】 【除雪延長】
・家屋連担地域、県道、公共施設等 ・家屋連担地域、県道、公共施設等 ・家屋連担地域、公共施設等

・歩道除雪 ・歩道除雪 ・歩道除雪
【オペレーター雇用体制】 【オペレーター雇用体制】 【オペレーター雇用体制】
・道路維持従事者と併用し、年間雇用 ・除雪期間委託体制である。 ・なし
　体制である。

天王町 昭和町 飯田川町
具体的な調整方法

新市に引き継ぐ。

道路除雪関
連事業

新市において道路除雪
計画を策定する。

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

協議事項

調整内容

建設関係事業 関係項目   　道路事業・公営住宅事業

現　　　　　　　況

L＝１９４．３５㎞
L＝　　５．４　㎞

L＝１１８．４㎞
L＝　　２．４㎞

L＝　５１．７㎞
L＝　　０．４㎞
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事務事業名

道路認定基準 1 1

2 2

3 3

タ－ン出来るよう幅員５．０ｍ以上延長１０ｍ 計が容易であり、かつ４．５ｍ以下の区間が実

以上の回転広場を設けること。但し余裕空間 延長の３０％を越えないもの。

のない場合は此の限りではない。

4 4

び幹線町道に連絡する道路であること。 区間については、総幅員３．５ｍ以上あるもの。

5

（１）都市計画法第２９条の許可（開発行為）を

　　得て町に帰属した道路

（２）優良住宅の認定を得て町に帰属した道路。

（３）町の宅地開発要綱に基づき開発した宅地

　 　内道路

道路沿線上の集落（３戸以上）から国県道及

開発行為等により町に帰属した道路。

１０戸以上の集落から、国・県・町道に通じる

なし

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

合併時までに下記事項を

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

天王町 昭和町 飯田川町

道路は原則として全幅員をおおむね４．０ｍ 幅員は、全幅員４．５ｍ以上

道路が袋路状にある場合は、終点に車輌がＵ 幅員が、４．５ｍ以下の区間があっても改修計

以上とし延長は３０ｍ以上とする。

道路敷地は土地所有者より、町に対して寄附

採納の確約があること。

延長は、100ｍ以上

基本として調整する。

１．道路幅員５ｍ以上とする。

必要により４ｍ以上の道路に

ついても下記条件を考慮し

認定基準を定める。

①交通上、重要な道路

②家屋の連たん

③重要な公共施設
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事務事業名

道路占用料 現況（別表１） 現況（別表１） 現況（別表１） 合併時に

【占用料収支決算】 【占用料収支決算】 【占用料収支決算】 【別表２】のとおり

平成１４年度　　　　５，１８７   千円 平成１４年度　　　　１，６４１   千円 平成１４年度　　　 　  ９７１千円 再編する。

          Ｈ１５．４．１日現在           Ｈ１５．４．１日現在           Ｈ１５．４．１日現在

・塩口北野団地１６４戸　Ｓ４８～５４年建設 ・山神南団地　　４７戸　Ｓ５５～Ｈ元年建設 ・駅前団地     　 １７戸     Ｈ２．３年建設

　　　家賃 　　６，９００～１６，９００円 　　　家賃 　１３，８００～３４，１００円 　　　家賃 　２０，７００～３１，２００円

・一向団地　　　　５０戸　Ｓ５６～Ｓ５９建設 ・新関団地　　　６０戸　Ｈ３～Ｈ７年建設 ・駅前第２団地　　６戸　　　　Ｈ４年建設

　　　家賃 占用面積１㎡につき１年 　　　家賃 　２１，０００～３７，９００円 　　　家賃 　２１，８００～２６，５００円

・ハラヘ団地　　　１０戸　　Ｓ６２年建設 ・昭栄団地　　　　４戸　Ｓ６３～Ｈ元年建設 ・飯塚北団地　　１２戸　　Ｈ６．７年建設

　　　家賃 　１３，６００～２２，５００円 　　　家賃 　１７，９００～３０，４００円 　　　家賃 　２２，９００～４０，５００円

・二田新町団地　　９戸　　Ｓ５２年建設 ・竜毛団地　　　１８戸　Ｓ６３～Ｈ元年建設 ・羽立街道下団地　４戸　　Ｈ１１年建設

　　　家賃 　１２，１００～２０，０００円 　　　家賃 　１４，７００～２６，６００円 　　　家賃 　２７，３００～３３，１００円

・コミュニティ住宅　　１２戸　Ｈ５年建設

　　　家賃 　２０，７００～４５，５００円

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

天王町 飯田川町昭和町

公営住宅
管理事業

※家賃決定は入居者の所得に応じて ※家賃決定は入居者の所得に応じて

現行のとおり。

公営住宅法に基づき決定される。公営住宅法に基づき決定される。 公営住宅法に基づき決定される。

※家賃決定は入居者の所得に応じて
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【別表１】 （単位：円）

占　　用　　料 天　王　町 昭　和　町 飯田川町

単　　　位

770 770 770

1,200 1,200 1,200

1,600 1,600 1,600

690 690 690

1,100 1,100 1,100

1,500 1,500 1,500

53 53 53

7 7 7

4 4 4

１個につき１年 520 520 520

占用面積１㎡につき１年 360 360 360

1,100 1,100 1,100

450 450 450

表示面積１㎡につき１年 1,100 1,100 1,100

占用面積１㎡につき１年 1,100 1,100 1,100

36 36 36

53 53 53

71 71 71

140 140 140

360 360 360

710 710 710

－ － 1,100

階数が１のもの － －
Ａに0.003を乗じて
得た額

階数が２のもの － －
Ａに0.005を乗じて
得た額

階数が３以上のもの － －
Ａに0.006を乗じて
得た額

－ － 710

－ － 360

－ － 1,100

表示面積１㎡につき１日 － － 11

表示面積１㎡につき１月 － － 110

地下街及び地下室

第１種電柱

第２種電柱

第３種電柱

第１種電話柱

第２種電話柱

第３種電話柱

その他の柱類

共架電線その他上空に設ける線類

地下電線その他地下に設ける線類

路上に設ける変圧器

地下に設ける変圧器

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所

郵便差出箱

外径が0.4m以上1.0m未満のもの

外径が1m以上のもの

広告塔

その他のもの

外径が0.1m未満のもの

外径が0.1m以上0.15m未満のもの

その他のもの

法第３２条第１項第１号に
掲げる工作物

法第３２条第１項第２号に
掲げる物件

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる施設

法第３２条第１項第５号に
掲げる施設

法第３２条第１項第６号に
掲げる施設

上空に設ける通路

地下に設ける通路

その他のもの

祭札、縁日等に際し、一時的に設けるもの

占用面積１㎡につき１年

金額

現況の道路占用料の比較表

１本につき１年

長さ１mにつき１年

１個につき１年

長さ１mにつき１年

占　　用　　物　　件

外径が0.15m以上0.2m未満のもの

外径が0.2m以上0.4m未満のもの
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占　　用　　料 天　王　町 昭　和　町 飯田川町

単　　　位

一時的に設けるもの 表示面積１㎡につき１月 110 110 110

その他のもの 表示面積１㎡につき１年 1,100 1,100 1,100

１本につき１年 850 850 850

祭札、縁日等に際し、一時
的に設けるもの

１本につき１年 11 11 11

その他のもの １本につき１月 110 110 110

祭札、縁日等に際し、一時
的に設けるもの

その面積１㎡につき１日 11 11 11

その他のもの その面積１㎡につき１月 110 110 110

車道を横断するもの 1,100 1,100 1,100

その他のもの 540 540 540

110 110 110

－ － 110

階数が１のもの － －
Ａに0.008を乗じて
得た額

階数が２のもの － －
Ａに0.011を乗じて
得た額

階数が３のもの － －
Ａに0.015を乗じて
得た額

階数が４以上のもの － －
Ａに0.016を乗じて
得た額

－ －
Ａに0.008を乗じて
得た額

階数が１のもの － －
Ａに0.008を乗じて
得た額

階数が２のもの － －
Ａに0.011を乗じて
得た額

階数が３のもの － －
Ａに0.015を乗じて
得た額

階数が４以上のもの － －
Ａに0.016を乗じて
得た額

－ －
Ａに0.018を乗じて
得た額

（注）Ａ＝近傍類似の土地の時価

令第７条第６号に掲げる施
設並びに同条第７号に掲げ
る施設及び自動車駐車場

看板（アーチであるもの
を除く）

旗ざお

金額

１基につき１月

占　　用　　物　　件

標識

幕（令第７条第２号に掲
げる工事用施設であるも
のを除く）

アーチ

令第７条第８号に掲げる休
憩所・給油所及び自動車修
理所

占用面積１㎡につき１月

占用面積１㎡につき１年

令第７条第１号に掲げる物
件

令第７条第２号に掲げる工事用施設及び同条第３号に掲げる工事用材料

令第７条第４号に掲げる仮設建築物及び同条第５号に掲げる施設

建築物

その他のもの

その他のもの

上空、トンネルの上又は
高速自動車国道若しくは
自動車専用道路（高架の
ものに限る）の路面下に
設けるもの
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【別表２】 （単位：円）

単　　　位 金　　　額

1,000

1,600

2,200

930

1,500

2,100

72

10

5

１個につき１年 700

占用面積１㎡につき１年 480

1,400

600

表示面積１㎡につき１年 4,400

占用面積１㎡につき１年 1,400

48

72

95

190

480

950

1,400

階数が１のもの Ａに0.003を乗じて得た額

階数が２のもの Ａに0.005を乗じて得た額

階数が３以上のもの Ａに0.006を乗じて得た額

2,900

1,500

1,400

表示面積１㎡につき１日 44

表示面積１㎡につき１月 440

外径が0.2m以上0.4m未満のもの

祭札、縁日等に際し、一時的に設けるもの

占　　用　　料　（案）

新市における道路占用料（案）

占用面積１㎡につき１年

１本につき１年

長さ１mにつき１年

１個につき１年

長さ１mにつき１年

占　　用　　物　　件

外径が0.15m以上0.2m未満のもの

外径が0.1m以上0.15m未満のもの

その他のもの

法第３２条第１項第１号に
掲げる工作物

法第３２条第１項第２号に
掲げる物件

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる施設

法第３２条第１項第５号に
掲げる施設

法第３２条第１項第６号に
掲げる施設

上空に設ける通路

地下に設ける通路

その他のもの

地下街及び地下室

外径が0.4m以上1.0m未満のもの

路上に設ける変圧器

地下に設ける変圧器

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所

郵便差出箱

外径が1m以上のもの

広告塔

その他のもの

外径が0.1m未満のもの

第１種電柱

第２種電柱

第３種電柱

第１種電話柱

地下電線その他地下に設ける線類

第２種電話柱

第３種電話柱

その他の柱類

共架電線その他上空に設ける線類
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単　　　位 金　　　額

一時的に設けるもの 表示面積１㎡につき１月 440

その他のもの 表示面積１㎡につき１年 4,400

１本につき１年 1,100

祭札、縁日等に際し、一時
的に設けるもの

１本につき１年 44

その他のもの １本につき１月 440

祭札、縁日等に際し、一時
的に設けるもの

その面積１㎡につき１日 44

その他のもの その面積１㎡につき１月 440

車道を横断するもの 4,400

その他のもの 2,200

440

140

階数が１のもの Ａに0.006を乗じて得た額

階数が２のもの Ａに0.009を乗じて得た額

階数が３のもの Ａに0.011を乗じて得た額

階数が４以上のもの Ａに0.013を乗じて得た額

Ａに0.006を乗じて得た額

階数が１のもの Ａに0.006を乗じて得た額

階数が２のもの Ａに0.009を乗じて得た額

階数が３のもの Ａに0.011を乗じて得た額

階数が４以上のもの Ａに0.013を乗じて得た額

Ａに0.018を乗じて得た額

１基につき１月

占用面積１㎡につき１月

占用面積１㎡につき１年

令第７条第１号に掲げる物
件

令第７条第２号に掲げる工事用施設及び同条第３号に掲げる工事用材料

令第７条第４号に掲げる仮設建築物及び同条第５号に掲げる施設

建築物

その他のもの

その他のもの

上空、トンネルの上又は
高速自動車国道若しくは
自動車専用道路（高架の
ものに限る）の路面下に
設けるもの

アーチ

看板（アーチであるもの
を除く）

旗ざお

令第７条第８号に掲げる休
憩所・給油所及び自動車修
理所

令第７条第６号に掲げる施
設並びに同条第７号に掲げ
る施設及び自動車駐車場

占　　用　　料　（案）
占　　用　　物　　件

標識

幕（令第７条第２号に掲
げる工事用施設であるも
のを除く）
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協定項目番号２４－２２

　　都市計画関係事業の取扱いについては次のとおりとする。

（１）都市計画マスタープランについては、新市において策定する。なお、新計画が策定されるまでの間は、現計画を運用する。

（２）都市計画区域については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

（３）都市計画審議会については、新市において設置する。

（４）都市公園は、新市に引き継ぐものとする。

（５）都市計画決定を受けた都市計画道路については現行のとおり、新市に引き継ぐものとする。

（６）宅地開発に関する事務については、新市において開発指導要綱を策定する。

事務事業名

天王町都市計画マスタープラン 昭和町都市計画マスタープラン 飯田川町都市計画マスタープラン

（平成　８年　３月策定） （平成　８年　３月策定） （平成　８年　３月策定）

都市計画区域 都市計画区域 　　１，５７３ｈａ都市計画区域 　　４，０６５ｈａ 都市計画区域 　　１，５８０ｈａ

市街化区域 　　　　３７４ｈａ 市街化区域 　　　　１８９ｈａ 市街化区域 　　　　１２０ｈａ

市街化調整区域 　　１，１９９ｈａ 市街化調整区域 　　３，８７６ｈａ 市街化調整区域 　　１，４６０ｈａ

用途地域 　　　　３７４ｈａ 用途地域 　　　　１８９ｈａ 用途地域 　　　　１２０ｈａ

第１種低層住居専用地域 　　　　１１９ｈａ

第２種低層住居専用地域 　　　　　　２ｈａ

第１種中高層住居専用地域　　　　　　７ｈａ 第１種中高層住居専用地域　　　　　４９ｈａ 第１種中高層住居専用地域　　　　　２３ｈａ

第２種中高層住居専用地域　　　　　３７ｈａ 第２種中高層住居専用地域　　　　　２２ｈａ 第２種中高層住居専用地域　　　　　　９ｈａ

第１種住居地域 　　　　１４５ｈａ 第１種住居地域 　　　　　５７ｈａ 第１種住居地域 　　　　　５３ｈａ

第２種住居地域 　　　　　　４ｈａ 第２種住居地域 　　　　　　５ｈａ

近隣商業地域 　　　　　　７ｈａ 近隣商業地域 　　　　　１３ｈａ 近隣商業地域 　　　　　１２ｈａ

準工業地域 　　　　　５３ｈａ 準工業地域 　　　　　４３ｈａ 準工業地域 　　　　　２３ｈａ

※都市計画区域変更（Ｓ５８．５．７告示） ※都市計画区域変更（Ｓ５８．５．７告示） ※都市計画区域変更（Ｓ５８．５．７告示）

※用途地域の変更　（Ｈ１０．９．２２告示） ※用途地域の変更　（Ｈ１０．９．２２告示） ※用途地域の変更　（Ｈ１０．９．２２告示）
・地区計画 （平成１０．９．２２昭和町告示）
　・街道下地区 　　２６．７ｈａ
　・豊川龍毛地区 　　　５．０ｈａ
　・阿弥陀堂地区 　　　６．２ｈａ
・集落地区計画（平成１０．３．３昭和町告示）
　・南きたの地区 　　６４．７ｈａ

現行のとおり新市に引き
継ぐものとする。

都市計画マス
タープラン

協議事項

調整内容

建設関係事業 関係項目 都市計画関係事業

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

新市において策定する。な
お、新計画が策定されるまで
の間は、現計画を運用する。

天王町 昭和町 飯田川町

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容
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事務事業名

都市計画審議会 【委員の構成】 【委員の構成】 【委員の構成】 新市において設置する。

・学識経験のあるもの 　　　４人 ・学識経験のあるもの 　　　２人 ・学識経験のあるもの 　　　２人

・町議会の議員 　　　４人 ・町議会の議員 　　　３人 ・町議会の議員 　　　３人

・関係行政機関の職員 　　　２人 ・町民代表 　　　２人 ・町民代表 　　　２人

・関係行政機関の職員 　　　２人 ・関係行政機関の職員 　　　２人

都市公園 ・追分街区公園 　　０．４０ｈａ ・元木山公園 　５８．９０ｈａ ・すずかけ街区公園 　　０．３０ｈａ 新市に引き継ぐものとする。

・追分西街区公園 　　０．８０ｈａ ・山神街区公園 　　０．２５ｈａ ・さくら街区公園 　　０．３０ｈａ

・牛坂街区公園 　　０．３５ｈａ ・町後街区公園 　　０．４０ｈａ ・あかしや街区公園 　　０．２９ｈａ

・下出戸近隣公園 　　１．６０ｈａ ・豊川中央街区公園 　　０．６７ｈａ ・けやき街区公園 　　０．２６ｈａ

・追分地区公園 　１２．３０ｈａ ・駅前街区公園 　　０．１２ｈａ ・まつの木街区公園 　　０．２９ｈａ

・鞍掛沼総合公園 　２０．１０ｈａ ・高田街区公園 　　０．１５ｈａ ・もみの木街区公園 　　０．２９ｈａ

・しらかば公園 　　０．２８ｈａ

・南公園 　　６．７０ｈａ

都市計画道路 ・追分出戸線 ・元木中央線

Ｓ６１．４．１８　　決定 Ｈ２．７．１３　　決定

幅員 　　　１６ｍ 幅員 　１２ｍ

計画延長 ６，５８０ｍ 計画延長 ６４０ｍ

供用延長 　　　　０ｍ 供用延長 ３９７ｍ

・二田出戸追分線 ・中学校線

Ｓ６１．４．１８　　決定 Ｈ２．７．１３　　決定

幅員 　 　 １６ｍ 幅員 　１６ｍ

計画延長 ６，０４０ｍ 計画延長 ６６０ｍ

供用延長 　　　　０ｍ 供用延長 ６６０ｍ

・上北野下線 ・四季の道

Ｓ６１．４．１８　　決定 Ｈ２．７．１３　　決定

幅員  　   １４ｍ 幅員 　１２ｍ

計画延長 　　４８０ｍ 計画延長 ６１０ｍ

供用延長 　　４８０ｍ 供用延長 ６１０ｍ

・上北野上線

Ｓ６１．４．１８　　決定

幅員 　　  １４ｍ

計画延長 　　３５０ｍ

供用延長 　　　　０ｍ

現行のとおり新市に引き継
ぐものとする。

天王町 昭和町 飯田川町
具体的な調整方法

現　　　　　　　況
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事務事業名

宅地開発 開発行為の許可申請進達及び立会検査 開発行為の許可申請進達及び立会検査 開発行為の許可申請進達及び立会検査

〔都市計画区域内〕 〔都市計画区域内〕 〔都市計画区域内〕

　（適用範囲） ・都市計画法第29条第１項に基づく

・市街化区域 １，０００㎡以上

・市街化調整区域 すべて

　（事務手順）

左に同じ 左に同じ

・帰属資料に基づき、町へ所有権の移転をする。

〔都市計画区域外〕 〔都市計画区域外〕 〔都市計画区域外〕

　（適用範囲） １，０００㎡以上

なし なし

・帰属資料に基づき、町へ所有権の移転をする。

・開発行為が完成した時、完成検査を町で行う。

・町に経由申請されたものを、内容を確認し、県
へ意見書を付して送付する。

・帰属施設がある時は、事前に町と協定書を締
結し、完成検査後、帰属する。

・許可を受けた開発行為が完成した時、県の完
成に立会う。その際、帰属施設の完成検査を行
う。

・申請内容を確認し、内容が妥当と認められると
きは協定を締結する。（帰属施設も含む）

新市において下記事項を基本として
開発指導要綱を策定する。

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

天王町 昭和町 飯田川町

・適用規模
　市街化区域　　　　１，０００㎡以上
　市街化調整区域　すべての行為
　都市計画区域外　１，０００㎡以上

・道路公園等整備基準
　都市公園計画法第３３条第２項によ
るほか、公共施設の管理（帰属）採択
基準による

・敷地最低限度
　２００㎡以上とする（地区計画指定地
域は除く）

・公共、公益施設等
　維持管理は、帰属後市により管理
する。
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協議第４０号  

 

 

上水道、下水道事業の取扱いについて 

 

 

 

上水道、下水道事業の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

平成１６年２月１３日提出 

 

 

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会 

会 長  石 川  光 男 

 

 

 

１．上水道事業の取扱いについては次のとおりとする。 

（１）上水道及び簡易水道事業特別会計については、合併時に統一する。 

（２）上水道及び簡易水道の給水区域については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（３）上水道及び簡易水道の水道料金については、当分、現行のとおりとする。 

（４）メーター使用料については、合併時に統一する。メーターは全て貸付とし、口径別に水道料

金と合わせて徴収する。 

（５）新規加入金については、合併時に統一する。 

（６）手数料については、合併時に統一する。 

 

２．下水道事業の取扱いについては次のとおりとする。 

（１）公共下水道事業及び農業集落排水事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（２）公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計については、合併時に統一する。 

（３）公共下水道事業、農業集落排水事業の使用料については、当面現行のとおりとし、平成２０

年度から統一する。 

（４）公共下水道事業、農業集落排水事業の受益者負担金・分担金については、平成２０年度から

統一する。 

（５）排水設備工事指定店登録手数料については、昭和町の例による。 

（６）排水設備工事検査手数料については、天王町の例による。 

（７）水洗便所改造資金融資斡旋及び利子補給については、昭和町の例による。 

 

 

 平成  年  月  日確認 

 

  
 



協定項目番号　　２４－２３

（１）上水道及び簡易水道事業特別会計については、合併時に統一する。

（２）上水道及び簡易水道の給水区域については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

（３）上水道及び簡易水道の水道料金については、当分、現行のとおりとする。

（４）メ－タ－使用料については、合併時に統一する。メ－タ－は全て貸付とし、口径別に水道料金と合わせて徴収する。

（５）新規加入金については、合併時に統一する。

（６）手数料については、合併時に統一する。

【上水道】

１　会計 ※天王町水道事業会計 ※昭和町水道事業会計

２　給水区域 ※天王町給水条例第２条の給水区域 ※昭和町給水条例第２条の給水区域 現行のとおり新市に引き継ぐ。

　昭和町駅前　ほか３５地区

　天王町天王字二田　ほか２６地区 　飯田川町羽立一区　ほか２２地区

　秋田市岩瀬　ほか３地区

３　水道料金 （現　況） 当分現行のとおりとする。

給水料金比較表（１ヶ月消費税抜き） 単位：円、 水量㎥

用途

区分 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金

基本分    ～5 　　800円      ～5  1,200円     ～10  1,980円     ～50  12,150円      ～1 　　380円     ～100  10,390円

超過分   6  ～ 200円/㎥   6  ～ 310円/㎥  11 ～ 230円/㎥  51 ～ 270円/㎥   2  ～ 380円/㎥ 101 ～ 120円/㎥

基本分   ～10  　1,380円     ～10  1,880円     ～20  3,000円     ～50 7,500円     ～10015,000円     ～10019,380円     ～10 　　1,80円     ～100  14,250円   ～1 　　150円

超過分  11 ～ 160円/㎥  11 ～ 200円/㎥  21 ～ 170円/㎥  51 ～ 170円/㎥  101 ～ 170円/㎥  101 ～ 210円/㎥  11 ～ 200円/㎥ 101 ～ 170円/㎥   2 ～ 150円/㎥

４　メ－タ－使用料

　13m/m 90   30m/m 190   75m/m 770

　　　　13m/m 90   20m/m 110 　40m/m 210  100m/m

  25m/m 130   50m/m 690

1,080

昭
和
町

一般用・家事用 営業用

二
田

天
王
町

＊団体用（２）

＊団体（１）はメ－タ－の口径が２０ミリまで　団体（２）はメ－タ－の口径が２５ミリから５０ミリまで　団体（３）はメ－タ－の口径が７５ミリ以上

工業用

合併時に統一する。

公衆浴場用

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

協議事項 関係項目

調整内容

上水道事業上水道、下水道事業

プ－ル用＊団体用（３）

現　　　　　　　況

事務事業名 天王町 昭和町 具体的な調整方法飯田川町

合併時に統一する。メ－タ－は全て貸付

とし、口径別に水道料金と合わせて徴収する。

臨時用

天王町　　(単位：円／月） 飯田川町昭和町

＊団体用（１）

具体的な調整方法（単位：円／月）
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事務事業名

５　新規加入金 ＊給水装置の新設又は改造工事 ＊給水装置の新設又は改造工事 ・合併時に次のとおり統一する。

・口径１３ミリ 　　　　６０，０００円 ・口径１３ミリ 　　　　３０，０００円 ・口径１３ミリ 　　　　６０，０００円

・口径２０ミリ 　　　１２０，０００円 ・口径２０ミリ 　　　　８０，０００円 ・口径２０ミリ 　　　１２０，０００円

・口径２５ミリ 　　　１３５，０００円 ・口径２５ミリ 　　　１３０，０００円 ・口径２５ミリ 　　　１３５，０００円

・口径３０ミリ 　　　２４０，０００円 ・口径３０ミリ 　　　２１０，０００円 ・口径３０ミリ 　　　２４０，０００円

・口径４０ミリ 　　　３９０，０００円 ・口径４０ミリ 　　　４００，０００円 ・口径４０ミリ 　　　４００，０００円

・口径５０ミリ 　　　６００，０００円 ・口径５０ミリ 　　　６２０，０００円 ・口径５０ミリ 　　　６２０，０００円

・口径７５ミリ 　管理者が別に定める ・口径７５ミリ 　１，５００，０００円 ・口径７５ミリ 　１，５００，０００円

・口径１００ミリ 　管理者が別に定める ・口径１００ミリ 　管理者が別に定める ・口径１００ミリ 　管理者が別に定める

６　手数料 ＊設計審査及び工事検査手数料 　　　＊設計審査及び工事検査手数料 ・合併時に次のとおり統一する。

①設計審査手数料

給水管口径 　設計審査手数料　現地検査手数料 　書類検査手数料 給水管口径 　手数料

給水管の口径５０ミリ以下 １回につき１，０００円 ２０ミリ以下 　　　５００円 　　１，０００円 　　　　５００円 １３～２５ミリ 　　　５００円

給水管の口径５０ミリ超える １回につき２，０００円 （現　況） ３０ミリから

５０ミリまで ５０ミリまで

７５ミリ以上 　３，５００円 　　３，０００円 　　１，５００円 ７５ミリ以上 　３，５００円

②現地検査手数料

給水管口径 　手数料

１３～２５ミリ 　１，０００円

３０ミリから

５０ミリまで

７５ミリ以上 　３，０００円

③書類検査手数料

給水管口径 　手数料

１３～２５ミリ 　　　５００円

３０ミリから

５０ミリまで

７５ミリ以上 　１，５００円

指定給水装置工事事業者 指定給水装置工事事業者 ・合併時に次のとおり統一する。

指定手数料 指定手数料 指定手数料

１件 　　　　　５，０００円 １件 　　　　３０，０００円 １件          ３０，０００円

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

天王町 昭和町 飯田川町

　２，５００円

　１，０００円

　２，５００円 　　２，５００円 　　１，０００円 　２，５００円
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【簡易水道・小規模簡易専用水道】

１　会計 ※天王町水道事業会計 ※飯田川町上水道特別会計

　・追分地区簡易水道

　・一向地区簡易水道

　・出戸地区簡易水道

　・牛坂地区簡易水道

２　給水区域 ※天王町給水条例第２条の給水区域 ※飯田川給水条例第２条の給水区域 現行のとおり新市に

　天王町天王字長沼　ほか３地区 引き継ぐ。

　天王町天王字コアツコ　ほか５地区 　飯田川町金山字家ノ前　ほか３地区

　天王町天王字下出戸　ほか１６地区

　天王町天王字追分の一部

３　水道料金 （現　況） 当分現行のとおりとする。

給水料金比較表（１ヶ月消費税抜き） 単位：円、 水量㎥

用途 臨時用 浴場用

区分 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金 水量 料金

基本分      ～5 　　800円      ～5  1,200円     ～10  1,980円     ～50  12,150円      ～1 　　380円      ～1 　　380円     ～100  10,390円

超過分   6  ～ 200円/㎥   6  ～ 310円/㎥  11 ～ 230円/㎥  51 ～ 270円/㎥   2  ～ 380円/㎥   2  ～ 380円/㎥ 101 ～ 120円/㎥

基本分     ～10  1,000円     ～10  1,500円     ～20  2,100円     ～100  11,000円      ～1 　　220円      ～1 　　220円     ～200    9,200円

超過分  11 ～ 110円/㎥  11 ～ 130円/㎥  21 ～ 110円/㎥ 101 ～ 120円/㎥   2  ～ 220円/㎥   2  ～ 220円/㎥ 201 ～ 62円/㎥

基本分     ～10 　　1,380円

超過分  11 ～ 160円/㎥

４　メ－タ－使用料

　13m/m 90 　40m/m 210

　　　　13m/m 90   20m/m 110   50m/m 690

  25m/m 130   75m/m 770

  30m/m 190  100m/m 1,080

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法飯田川町

現　　　　　　　況

事務事業名 天王町 昭和町

一般用・家事用 営業用

出
戸

追
分

牛
坂

合併時に統一する。

昭和町 飯田川町 具体的な調整方法（単位：円／月）

飯
田
川
町

合併時に統一する。メ－タ－は全て貸付とし、

口径別に水道料金と合わせて徴収する。

天
王
町 一

向

臨時用団体用 工業用

天王町　　(単位：円／月） 
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事務事業名

５　新規加入金 ＊給水装置の新設又は改造工事 ＊給水装置の新設又は改造工事 ・合併時に次のとおり統一する。

・口径１３ミリ 　　　　６０，０００円 ・口径１３ミリ 　　　　３０，０００円 ・口径１３ミリ 　　　　６０，０００円

・口径２０ミリ 　　　１２０，０００円 ・口径２０ミリ 　　　　３０，０００円 ・口径２０ミリ 　　　１２０，０００円

・口径２５ミリ 　　　１３５，０００円 ・口径２５ミリ 　　　１３５，０００円

・口径３０ミリ 　　　２４０，０００円 ・口径３０ミリ 　　　２４０，０００円

・口径４０ミリ 　　　３９０，０００円 ・口径４０ミリ 　　　４００，０００円

・口径５０ミリ 　　　６００，０００円 ・口径５０ミリ 　　　６２０，０００円

・口径７５ミリ 　管理者が別に定める ・口径７５ミリ 　１，５００，０００円

・口径１００ミリ 　管理者が別に定める ・口径１００ミリ 　管理者が別に定める

６　手数料 ＊設計審査及び工事検査手数料 　　　＊設計審査及び工事検査手数料 ・合併時に次のとおり統一する。

①設計審査手数料

給水管口径 　手数料

給水管の口径５０ミリ以下 １回につき１，０００円 新設工事 １回につき２００円 １３～２５ミリ 　　　５００円

給水管の口径５０ミリ超える １回につき２，０００円 その他 １回につき１００円 ３０ミリから

５０ミリまで

７５ミリ以上 　３，５００円

②現地検査手数料

給水管口径 　手数料

１３～２５ミリ 　１，０００円

３０ミリから

５０ミリまで

７５ミリ以上 　３，０００円

③書類検査手数料

給水管口径 　手数料

１３～２５ミリ 　　　５００円

３０ミリから

５０ミリまで

７５ミリ以上 　１，５００円

　２，５００円

　１，０００円

　２，５００円

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

天王町 昭和町 飯田川町
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協定項目番号　　　２４－２３

（１）公共下水道事業及び農業集落排水事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

（２）公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計については、それぞれ合併時に統一する。

（３）公共下水道事業、農業集落排水事業の使用料については、当面現行のとおりとし、平成２０年度から統一する。

（４）公共下水道事業、農業集落排水事業の受益者負担金・分担金については、平成２０年度から統一する。

（５）排水設備工事指定店登録手数料については、昭和町の例による。

（６）排水設備工事検査手数料については、天王町の例による。

（７）水洗便所改造資金融資斡旋及び利子補給については、昭和町の例による。

事務事業名

　公共下水道事業 ＊事業主体　　天王町　 ＊事業主体　　昭和町　 ＊事業主体　　飯田川町　

１　事業 ・施設名称　　天王町公共下水道 ・施設名称　　昭和町公共下水道 ・施設名称　　飯田川町公共下水道 引き継ぐ。

・計画処理面積　　１，０２５ｈａ ・計画処理面積　　　　　　３３２ｈａ ・計画処理面積　　　　　　１３５ｈａ

・計画処理人口　２０，７００人 ・計画処理人口　　　１０，１５０人 ・計画処理人口　　　　３，３９０人

・処理方法　　秋田湾・雄物川流域下水道 ・処理方法　　秋田湾・雄物川流域下水道 ・処理方法　　秋田湾・雄物川流域下水道

・処理区域面積　　　５６５．６ｈａ ・処理区域面積　　　　　　１６６ｈａ ・処理区域面積　　　　１００．５ｈａ

・整備区域人口　　１３，８２５人 ・整備区域人口　　　　４，９９８人 ・整備区域人口　　　　３，１３８人

・水洗化人口　　 　１０，５１８人 ・水洗化人口　　　　　 ３，４３９人 ・水洗化人口　　　　　 １，９８７人

・整備管渠延長　　　　９４．８ｋｍ ・整備管渠延長　　　　　　３１ｋｍ ・整備管渠延長　　　　　　２０ｋｍ

・下水道処理整備率　５５．２ ％ ・下水道処理整備率　　５０．０％ ・下水道処理整備率　　７４．４％

・下水道普及率　　　　６１．４ ％ ・下水道普及率　　　　　５６．８％ ・下水道普及率　　　　　６２．３４％

・水洗化率　　　　　　　７６．１ ％ ・水洗化率　　　　　　　　６８．８％ ・水洗化率　　　　　　　　６３．３２％

・事業計画期間　　　昭和５３年～平成 ２７年 ・事業計画期間　　　昭和５１年～平成２７年 ・事業計画期間　　　昭和５７年～平成２７年

３　使用料（月額） 次ペ－ジのとおり 次ペ－ジのとおり 次ペ－ジのとおり 　当面現行のとおりとし, 

　平成２０年度から統一

　する。

４　受益者負担金・ ・単独事業費の１／５　　　㎡当たり３２５円 ・単独事業費の１／４　　㎡当たり３２５円 ・単独事業費の１／４　　㎡当たり３２５円 　平成２０年度から

　　 分担金 　上　限　　　　５００㎡　　１６２，５００円 　上　限　　　　１，０００㎡　　３２５，０００円 　統一する。

現行のとおり新市に

上水道、下水道事業 関係項目 下水道事業

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

協議事項

調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

天王町 昭和町 飯田川町

　合併時に統一する。２　会計 　　天王町公共下水道事業特別会計 　　昭和町公共下水道事業特別会計 　　飯田川町下水道事業特別会計
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天王町

　　５０㎥を

　　超える

　　金　　額 　　１５０円

　　基本水量

　　金　　　額

昭和町

　　金　額

　　汚水量

　　金　額

飯田川町

　　５０㎥を

　　超える

　　金　額 　　１６５円

　　汚水量

　　金　額

　　　　１０㎥を超える分

　　　　　　汚水 　　　　　　８５０円 　　　　　　　８５円

　　　４０㎥まで 　　　５０㎥まで

　　　　　　９５０円 　　　　１３０円 　　　　１４０円 　　　　　１５０円 　　　　　１５５円

　　　２０㎥まで 　　　３０㎥まで一般汚水
　　汚水量 　　　　１０㎥まで

公共下水道

種　　別　　　　　　　　　　　　　　　使　用　料 　　　　基本使用料

　　　　　　浴場 　　　１０㎥まで

従量使用料（１㎥につき）

　　　１０㎥を超え 　　　２０㎥を超え 　　　３０㎥を超え 　　　４０㎥を超え

　　　　１０㎥を超える分

　　　　　　プ－ル・汚水 　　　　１，２００円 　　　　　　　９０円

　　　１００㎥まで 　　　　超える

　　　　１，２００円 　　　　１６０円 　　　　１８０円 　　　　　１９０円 　　　　　２２０円

　　　３０㎥まで 　　　５０㎥まで一般汚水
　　汚水量 　　　　１０㎥まで

公共下水道

種　　別　　　　　　　　　　　　　　　使　用　料 　　　　基本使用料

　　　　　　公衆浴場 　　　１０㎥まで

従量使用料（１㎥につき）

　　　１０㎥を超え 　　　３０㎥を超え 　　　５０㎥を超え 　　　１００㎥を

　　　　基本料金 従量使用料（１㎥につき）

一般汚水
　　基本水量

　　　　１，６００円

　　　　１０㎥まで
　　　１０㎥を超え

　　　２０㎥まで

　　　２０㎥を超え

　　　　　１４０円

公共下水道

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

現　　　　　　　況

この使用料に消費税５％加算する使　用　料

種　　別　　　　　　　　　　　　　　　使　用　料

　　　４０㎥を超え

　　　５０㎥まで

　　　　　　公衆浴場

　　　３０㎥まで

　　　３０㎥を超え

　　　４０㎥まで

　　　　　１３０円

　　　　　　プ－ル・工業汚水

　　　　１１０円 　　　　１２０円

　　　１０㎥まで

　　　　　　８５０円

　　　　１０㎥を超える分

　　　　　　　８５円
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事務事業名

５　排水設備工事 ・新規登録手数料　　　５，０００円 ・新規登録手数料　　　２０，０００円 ・新規登録手数料　　　１０，０００円 　昭和町の例による。

指定店登録手数
料

・更新登録手数料　　　５，０００円 ・更新登録手数料　　　１０，０００円 ・更新登録手数料　　　　５，０００円

６　排水設備工事 ・検査手数料　　　　　　　　３００円 　天王町の例による。

　　 検査手数料

７　水洗便所改造 ・水洗便所改造資金融資限度額 ・水洗便所改造資金融資限度額 ・水洗便所改造資金融資限度額 　昭和町の例による。

　　資金融資斡旋 一戸の限度額 ６０万円 一戸の限度額 ７０万円 一戸の限度額 ６０万円

　　及び利子補給 ・利子補給方法 ・利子補給方法 ・利子補給方法

利子 町で全額負担 利子 町で全額負担 供用開始３年以内　利子町で全額負担

供用開始６年以内　利子１／２負担

返済期間４０カ月 返済期間６０カ月 返済期間５０カ月

天王町 昭和町 飯田川町

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況
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事務事業名

農業集落排水事業 ＊事業主体　　天王町　 ＊事業主体　　昭和町　 ＊事業主体　　飯田川町　

１　事業 ・施設名称　　天王町農業集落排水事業 ・施設名称　　昭和町農業集落排水事業 ・施設名称　　飯田川町農業集落排水事業 引き継ぐ。

・計画処理面積　　　　　　１０９ｈａ ・計画処理面積　　　　　　　３０ｈａ ・計画処理面積　　　　　　　５６　ｈａ

・計画処理人口　　　　２，７３０人 ・計画処理人口　　　　１，８２０人 ・計画処理人口　　　　２，１００　人

・処理場　　　　　　　　　　３カ所 ・処理場　　　　　　　　　　１カ所 ・処理方法　　秋田湾・雄物川流域下水道

・処理区域面積　　　　　　１０９ｈａ ・処理区域面積　　　　　　　２５ｈａ ・処理区域面積　　　　　　５６　ｈａ

・整備区域人口　　　　２，１５０人 ・整備区域人口　　　　１，１２４人 ・整備区域人口　　　　１，６８４人

・水洗化人口　　　　 　１，８７０人 ・水洗化人口　　　　　　　 ２９８人 ・水洗化人口　　　 　　１，２９８人

・整備管渠延長　　　　　　１５ｋｍ ・整備管渠延長　　　　　　１５ｋｍ ・整備管渠延長　　　　　８．６　ｋｍ

・下水道処理整備率　　１００　％ ・下水道処理整備率　　８３．３％ ・下水道処理整備率　　　１００　％

・下水道普及率　　　　　　９．５％ ・下水道普及率　　　　　１２．７％ ・下水道普及率　　　　　３３．４５％

・水洗化率　　　　　　　　８６．９％ ・水洗化率　　　　　　　　２６．５％ ・水洗化率　　　　　　　　７７．０８　％

・事業実施期間　　　昭和５９年～平成　７年 ・事業計画期間　　　平成１０年～平成１６年 ・事業実施期間　　　昭和５８年～平成　６年

３　使用料（月額） 次ペ－ジのとおり 次ペ－ジのとおり 次ペ－ジのとおり 　当面現行のとおりとし, 

　平成２０年度から統一

　する。

４　受益者負担金 ・事業費の１／２０　　㎡当たり３２５円 ・事業費の１／４　　　㎡当たり３２５円 　平成２０年度から

　上　限　　　　１，０００㎡　　３２５，０００円 　上　限　　　　１，０００㎡　　３２５，０００円 　統一する。

６　排水設備工事 ・検査手数料　　　　　　　　３００円 　天王町の例による。

　　 検査手数料

７　水洗便所改造 ・水洗便所改造資金融資限度額 ・水洗便所改造資金融資限度額 　昭和町の例による。

　　資金融資斡旋 一戸の限度額 ７０万円 一戸の限度額 ６０万円

　　及び利子補給 ・利子補給方法 ・利子補給方法

利子 町で全額負担 供用開始３年以内　利子町で全額負担

供用開始６年以内　利子１／２負担

返済期間６０カ月 返済期間５０カ月

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

具体的な調整方法
現　　　　　　　況

現行のとおり新市に

天王町 昭和町 飯田川町

　合併時に統一する。２　会計 　　天王町農業集落排水事業特別会計 　　昭和町農業集落排水事業特別会計 　　飯田川町下水道事業特別会計

- 56 -



天王町

昭和町

　　金　額

　　汚水量

　　金　額

飯田川町

　　５０㎥を

　　超える

　　金　額 　　１６５円

　　汚水量

　　金　額

集会施設等

　　　　３，０００円

　　　　３，５００円

天王町・昭和町・飯田川町合併協議会の調整内容

現　　　　　　　況

この使用料に消費税５％加算する使　用　料

農業集落排水
使用料

一般家庭用

営　業　用

用途別　　　　　　　　　　　　区　　分 　平等割（１戸割）

　　　　１，４００円

従量使用料（１㎥につき）

世帯員割（１人当）

　　　　　　３５０円

　　　　　　３５０円

　　　　　　　　　－

　　　１０㎥を超え 　　　３０㎥を超え 　　　５０㎥を超え 　　　１００㎥を

一般汚水
　　汚水量 　　　　１０㎥まで

農業集落排水
使用料

種　　別　　　　　　　　　　使　用　料 　　　　基本使用料

　　　公衆浴場 　　　１０㎥まで

　　　１００㎥まで 　　　　超える

　　　　　８００円 　　　　１１０円 　　　　１２０円 　　　　　１３０円 　　　　　１５０円

　　　３０㎥まで 　　　５０㎥まで

　　　　１０㎥を超える分

　　　プ－ル・汚水 　　　　　８００円 　　　　　　　６０円

従量使用料（１㎥につき）

　　　１０㎥を超え 　　　２０㎥を超え 　　　３０㎥を超え 　　　４０㎥を超え

一般汚水
　　汚水量 　　　　１０㎥まで

農業集落排水
使用料

（公共下水道料金
と同一）

種　　別　　　　　　　　　　使　用　料 　　　　基本使用料

　　　　浴場 　　　１０㎥まで

　　　４０㎥まで 　　　５０㎥まで

　　　　　　９５０円 　　　　１３０円 　　　　１４０円 　　　　　１５０円 　　　　　１５５円

　　　２０㎥まで 　　　３０㎥まで

　　　　１０㎥を超える分

　　　　汚水 　　　　　　８５０円 　　　　　　　８５円
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次 回 開 催 日 について 

 

 

第１１回天王町・昭和町・飯田川町合併協議会開催日 
開 催 日  平成１６年 ２月２６日（木） 午後２時～ 
開催場所  天王町福祉センター 

 

 

第１２回天王町・昭和町・飯田川町合併協議会開催日 
開 催 日  平成１６年 ３月２６日（金） 午後２時～ 
開催場所  飯田川町公民館 

 

 

 第１３回協議会以降の開催予定 

回 数 開催期日 時 間 場  所 備考 

第１３回 ４月１５日 午後２時 昭和町農村環境改善センター  

第１４回 ５月２０日 午後２時 天王町福祉センター  

第１５回 ６月１７日 午後２時 飯田川町公民館  

第１６回 ７月１５日 午後２時 昭和町農村環境改善センター  

 

※平成１６年４月以降の協議会開催日については、３町町民の理解を深めるよう積極的な情報

提供（協議会だよりや各町の広報発行）のため、原則第３木曜日に開催いたします。なお、

協議事項が多数想定される時期については、追加する場合もあります。また、都合により日

程や開催場所を変更する場合は、随時連絡いたします。 

 

 

 

 


